　　　光市市民公益活動促進事業交付金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この告示は、光市において地域の課題解決を図るため、光市の目指す「おっぱい都市宣言」、「自然敬愛都市宣言」及び「安全・安心都市宣言」の理念を踏まえ、自主的かつ主体的に活動する市民活動団体が提案し、実施する事業に対して交付金を交付することについて必要な事項を定めるものとする。

　（定義）

第２条　この告示において、「市民活動団体」とは、市民が自主的かつ主体的に行う非営利の活動を行う団体で、不特定多数の市民の公益の増進に寄与することを目的とする活動を、組織的かつ継続的に行う団体をいう。

　（交付対象団体）

第３条　交付金の対象となる団体は、次の各号のいずれにも該当する市民活動団体（以下「交付対象団体」という。）とする。

　(１)　活動拠点が市内にあり、市内で活動していること。

　(２)　団体の構成員のうち５人以上が光市民であること。

　(３)　政治活動、宗教活動又は営利活動を目的としないものであること。

　(４)　特定の団体又は個人の利益を守るもの、又は攻撃するものでないこと。

　（交付対象事業）
第４条　交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次の各号のいずれかに該当する事業であって、光市の区域内において事業効果が見込まれるものとする。

　(１)　環境の保全、地域安全又は地域づくりの推進に関する活動

　(２)　保健、医療又は福祉の増進に関する活動

　(３)　子育て支援又は子どもの健全育成に関する活動

　(４)　伝統文化の継承又は芸術若しくはスポーツの振興に関する活動

　(５)　食育の推進、地産地消又は観光の活性化に関する活動

　(６)　情報化又は生涯学習の推進に関する活動

２　交付対象事業は、１団体につき１年度あたり１事業とする。

３　新規に実施しようとする事業、又は申請しようとする年度前にこの告示による交付対象事業として実施した事業とする。

４　前各項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業については、交付対象事業としない。

　(１)　国若しくは地方公共団体又は民間の団体が実施する他の財政的支援制度による助成や委託を受ける事業

　(２)　本市が実施する他の助成制度の対象となる事業

５　交付対象事業は、申請年度の２月末日までに完了するものとする。ただし、事業着手後に生じた事由により同日までに事業を完了することができない場合において特に市長が必要と認めるときは、当該年度の末日までの期間において事業期間の終期を変更することができる。

　（交付対象経費）

第５条　交付金の交付対象となる経費は、交付対象事業の実施に要する経費のうち、別表に掲げる基準により市長が認めるものとする。

　（交付金の額及び交付回数の限度）

第６条　交付金の額は、交付対象経費の１０分の９に相当する額以内の額とし、１団体当たり２０万円を限度とする。

２　交付金の交付回数の限度は、１事業につき３回を限度とする。

　（交付申請）

第７条　交付金の交付を受けようとする交付対象団体（以下、「申請団体」という。）は、光市市民公益活動促進事業交付金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(１)　事業実施計画書（様式第２号）

　(２)　事業収支予算書（様式第３号）

　(３)　団体概要書（様式第４号）

　(４)　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

　（交付申請期間等）

第８条　前条の規定による交付申請の期間は、市長が別に定める。

　（選考委員会）

第９条　市長は、交付金の適正な交付を行うため、光市市民公益活動促進事業選考委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　委員会は、第７条の規定による申請について審査を行い、市長に対して審査結果を報告するとともに、必要な意見を述べるものとする。

３　委員会の委員は６人以内とし、次に掲げる職員をもって構成する。

　(１)　副市長

　(２)　市民部長

　(３)　前２号に掲げる者のほか、市長が指名する職員

４　委員会の委員長は、副市長をもって充て、副委員長は、市民部長をもって充てる。

５　委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。

６　委員会は、委員長が招集し、その議長となる。

７　委員会は、委員の半数が出席しなければ会議を開くことができない。

８　委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の職員を会議に出席させ、その説明又は意見を聴くことができる。
　（交付決定）

第１０条　市長は、委員会の審査に基づき、交付金の交付の可否を決定し、光市市民公益活動促進事業交付金交付・不交付決定通知書（様式第５号）により通知するものとする。

　（事業計画の変更）

第１１条　交付金の交付決定を受けた団体（以下「交付団体」という。）は、事業の内容を変更しようとするときは、事業計画変更承認申請書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、変更の内容が第３項に規定する軽微な変更については、この限りでない。

　(１)　事業変更計画書（様式第７号）

　(２)　事業変更収支予算書（様式第８号）

　(３)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更の内容が適当であると認めるときは、これを承認し、事業計画変更決定通知書（様式第９号）により交付団体に通知するものとする。

３　軽微な変更は、次の各号のいずれにも該当しない変更とする。

　(１)　事業の内容の全部又は一部を中止し、又は実施場所、実施方法若しくは実施体制を変更する場合

　(２)　交付対象経費を増額しようとする場合

　(３)　前２号に掲げるもののほか、大幅な変更と市長が認める場合
　（事業の中止又は廃止）

第１２条　交付団体は、交付対象事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ光市市民公益活動促進事業交付金事業中止（廃止）届出書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。

　（実績報告）

第１３条　交付団体は、交付対象事業が完了したときは、完了した日から３０日以内又は申請年度の末日までのいずれか早い日までに、光市市民公益活動促進事業交付金実績報告書（様式第１１号）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(１)　事業実績書（様式第１２号）

　(２)　事業収支決算書（様式第１３号）

　(３)　交付対象事業に係る領収書の写し

　(４)　参考資料（活動のパンフレット、写真等）

　(５)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

　（交付金の額の確定）

第１４条　市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当であると認めるときは、交付すべき交付金の額を確定し、光市市民公益活動促進事業交付金確定通知書（様式第１４号）により通知するものとする。

　（交付金の請求）

第１５条　前条の規定による通知を受けた交付団体は、光市市民公益活動促進事業交付金交付請求書（様式第１５号）を市長に提出しなければならない。

　（交付金の交付）

第１６条　市長は、前条の請求書が提出されたときは、速やかに交付団体に対して交付金を交付するものとする。

　（交付金の交付決定の取消し等）

第１７条　市長は、交付団体が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。

　(１)　交付金の交付を受けた目的以外に交付金を使用したとき。

　(２)　虚偽の届出その他不正の手段により交付金の交付決定を受けたとき。

　(３)　前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めたとき。

　（交付金の返還）

第１８条　前条の場合において、既に交付金を交付している場合は、市長は、交付団体に対し、期限を定めて交付金の返還を光市市民公益活動促進事業交付金返還命令書（様式第１６号）により命ずるものとする。

　（立入調査）

第１９条　市長は、必要があると認めるときは、交付金の交付を受けようとする申請団体又は交付団体に対し、担当職員を立ち入らせて帳簿、書類その他について、必要な調査を行うものとする。

　（指示）

第２０条　市長は、前条の規定による立入調査の結果、必要があると認めるときは、申請団体又は交付団体に対し、必要な指示をすることができる。

　（関係書類の保管）

第２１条　交付団体は、事業に係る帳簿及び証拠書類又は証拠物を事業終了年度の翌年から起算して５年間保管しなければならない。

　（財産処分の承認）

第２２条　交付対象事業により取得した備品を、交付金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ市長の承認を得なければならない。ただし、当該備品が耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数をいう。）を経過したものであるときはこの限りではない。

　（その他）

第２３条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２６年１月１０日から施行する。
別表（第５条関係）
	項　目
	交付対象経費

	報　償　費
	外部講師や所属団体員以外の協力者への謝礼等

	旅　　　費
	外部講師の交通費、宿泊費等

	需　用　費
	消耗品費、燃料費、チラシ・ポスター等の印刷費等

	食　糧　費
	外部講師の昼食代、ボランティアの飲み物代等

	役　務　費
	通信費、広告料、手数料、保険料等

	使　用　料
	会場借上料、車両や機械等の賃借料等

	備品購入費
	事業実施又は継続に必要な備品
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